
(事業主のみなさまへ）

労働時間⑳適正な把握のために
使用者が讃ずべき措置に関するガイドライン
平成29年1月20日、労働時間の適正な把握のための使用者向けの新たなガイ
ドラインを策定しました。

ガイドラインの主なポイント

○使用者には労働時間を適正に把握する責務があること

[労働時間の考え方］

○労働時間とは使用者の指揮命令下に置かれている時間であり､使用者の明示又

は黙示の指示により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たること

○例えば､参加することが業務上義務づけられている研修｡教育訓練の受講や､使用
者の指示により業務に必要な学習等を行っていた時間は労働時間に該当すること

[労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置］

○使用者は､労働者の労働日ごとの始業･終業時刻を確認し､適正に記録すること
(1)原則的な方法

・使用者が、自ら現認することにより確認すること
・タイムカード､ICカード､パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として

確認し､適正に記録すること

（2）やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合

①自己申告を行う労働者や､労働時間を管理する者に対しても自己申告制の適正な
運用等ガイドラインに基づく措置等について､十分な説明を行うこと
②自己申告により把握した労働時間と､入退場記録やパソコンの使用時間等から把
握した在社時間との間に著しい乖離がある場合には実態調査を実施し､所要の労働
時間の補正をすること

③使用者は労働者が自己申告できる時間数の上限を設ける等適正な自己申告を阻
害する措置を設けてはならないこと｡さらに36協定の延長することができる時間数を
超えて労働しているにもかかわらず､記録上これを守っているようにすることが､労働
者等において慣習的に行われていないか確認すること

○賃金台帳の適正な調製

使用者は､労働者ごとに､労働日数､労働時間数､休日労働時間数､時間外労働
時間数､深夜労働時間数といった事項を適正に記入しなければならないこと

⑦厚生労働省･都道府県労働局･労働墓準監督署



皿適用範囲
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対象となる事業場は、

労働墓準法のうち労働時間に係る規定(労働基準法第4章)が適用される

全ての事業場です。
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対象となる労働者は、

労働基準法第41条に定める者及びみなし労働時間制が適用される労働

者（事業場外労働を行う者にあっては、みなし労働時間制が適用される時

間に限る｡）を除くすべての労働者です。
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1．労働基準法第41条に定める者には、例えば、管理監督者が挙げられます。

管理・監督者とは、一般的には部長、工場長等労働条件の決定その他労務管

理について経営者と一体的な立場にある者の意であり、役職名にとらわれず

職務の内容等から実態に即して判断されます。

2．みなし労働時間制とは、

①事業場外で労働する者であって、労働時間の算定が困難なもの（労働基

準法第38条の2）

②専門業務型裁量労働制が適用される者(労働基準法第38条の3）

③企画業務型裁量労働制が適用される者（労働基準法第38条の4）

をいいます。

3．本基準が適用されない労働者についても、健康確保を図る必要があります

ので、使用者は過重な長時間労働を行わせないようにするなど、適正な労働

時間管理を行う責務があります。
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回労働時間の考え方

労働時間とは……………･…………｡………･…･…･……………………･……｡：cc｡●■｡●●●

●

使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいいます（平成12年3

月9日最高裁第一小法廷判決三菱重工長崎造船所事件)。
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1，使用者の明示的。黙示的な指示により労働者が業務を行う時間は労働時間

にあたります。

2．労働時間に該当するか否かは、労働契約や就業規則などの定めによって決

められるものではなく、客観的に見て、労働者の行為が使用者から義務づけ

られたものといえるか否か等によって判断されます。

3．たとえば、次のような時間は、労働時間に該当します。

①使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を

義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した

後始末（清掃等）を事業場内において行った時間

②使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められて

おり、労働から離れることが保障されていない状態で待機等している時間

（いわゆる「手待時間｣）

③参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使

用者の指示により業務に必要な学習等を行っていた時間
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回労働時間あ適正な把握のために使用者が講ずべき措置

その1

始業・終業時刻の確認。記録

使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・

終業時刻を確認し、 これを記録すること。

使用者には労働時間を適正に把握する責務があります。

労働時間の適正な把握を行うためには、単に1日何時間働いたかを把握する

のではなく、労働日ごとに始業時刻や終業時刻を使用者が確認・記録し、これ

を基に何時間働いたかを把握・確定する必要があります。

その2

始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法

使用者が始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、原則として

次のいずれかの方法によること。

（ア）使用者が、自ら現認することにより確認し、適正に記録すること。

（イ） タイムカード、 ICカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的

な記録を基礎として確認し、適正に記録すること。

始業時刻や終業時刻を確認・記録する方法として、原則的な方法を示したも

のです。

(ア）について

「自ら現認する」とは、使用者自ら、あるいは労働時間管理を行う者が、直

接始業時刻や終業時刻を確認することです。

なお、確認した始業時刻や終業時刻については、該当労働者からも確認する

ことが望ましいものです。
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(イ）について

タイムカード、 ICカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を

基本情報とし、必要に応じて、例えば使用者の残業命令書及びこれに対する報

告書など、使用者が労働者の労働時間を算出するために有している記録とを突

き合わせることにより確認し、記録して下さい。

また、タイムカード等の客観的な記録に基づくことを原則としつつ、自己申

告制も併用して労働時間を把握している場合には、その3に準じた措置をとる

必要があります。

…

－自己申告制により始業･終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置一

その2の方法によることなく、自己申告制により行わざるを得ない場合、

以下の措置を講ずること。

（ア） 自己申告制の対象となる労働者に対して､本ガイドラインを踏まえ、

労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行うことなどにつ

いて十分な説明を行うこと。

（イ）実際に労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用を含

め、本ガイドラインに従い講ずべき措置について十分な説明を行うこと。

（ウ） 自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致している

か否かについて、必要に応じて実態調査を実施し、所要の労働時間の

補正をすること。

特に、入退場記録やパソコンの使用時間の記録など、事業場内にい

た時間の分かるデータを有している場合に、労働者からの自己申告に

より把握した労働時間と当該データで分かった事業場内にいた時間と

の間に著しい乖離が生じているときには、実態調査を実施し、所要の

労働時間の補正をすること。

（エ） 自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる時間について、その

理由等を労働者に報告させる場合には、当該報告が適正に行われてい

るかについて確認すること。
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